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はじめに 

 

 

当協会は、業務運営に関する経営方針や取り組むべき重点課題を明確にすると

ともに、その解消方策を着実に実施することによって、適切な業務運営を確保す

るため、「第７次中期事業計画（令和６年度～令和８年度）」の基本方針のもと、

「令和７年度経営計画」を策定し、これら計画の着実な推進に努めてきました。 

また、当協会における経営の透明性の一層の向上と対外的な説明責任を果たす

ために、これら計画の自己評価を行い、弁護士、公認会計士及び学識経験者で構

成する｢外部評価委員会｣の意見・助言を受けたうえで、その評価結果を公表する

こととしています。 

令和７年度経営計画に関する自己評価については、まず、同年１１月に、上半

期についての中間的な自己評価を行うとともに、本年６月に通年分の自己評価（以

下「評価案」という）を行い、「外部評価委員会」による意見・助言を踏まえて、

今般「令和７年度経営計画の評価」として取りまとめました。 

今後、この評価結果を十分に活用しながら、当協会の適切な業務運営の確保と

運営規律の強化に努めてまいります。 

「外部評価委員会」の委員各位におかれましては、「評価案」について、ご多忙

の中、熱心に審議・検討していただき、貴重なご意見・ご助言を賜りましたこと

に対し、ここに、厚く御礼を申し上げます。 

 

 

 

令和８年７月２９日 

鹿児島県信用保証協会 

会長 川 野 敏 彦 
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Ⅰ　令和７年度経営計画の評価（各部門別）

１　保証部門

具体的な課題 具 体 的 な 課 題 に 係 る 自 己 評 価

課題解決のための方策 各 方 策 に 係 る 自 己 評 価

(ア)　多様な資金ニーズに応
　　じた適切な保証対応

　コロナ禍で増大した借入金の返済開始に伴い資金繰りが厳しくなった中
小企業者等に対し、金融機関の伴走支援のもとゼロゼロ融資等の借換えを
行う経営力強化保証制度等を活用し保証推進に努めた。
　また、特別相談窓口を設置した「8月6日からの低気圧と前線による大雨
に伴う災害」や「米国自動車関税措置」等の影響を受けた中小企業者等に
対しては、県緊急災害対策資金等を活用し迅速な保証対応に努めるなど、
中小企業者等の多様な資金ニーズに応じた保証推進に努めた。
　創業に対する支援については、保証月報等による周知や商工団体の創業
塾への参加等により創業資金の利用促進に努めるとともに、保証後のフォ
ローアップを実施することで、ニーズや課題を的確に捉え、追加保証や専
門家派遣に繋げた。
　なお、創業後における金融機関や各支援機関における支援の現状等を踏
まえると、サポート体制の強化が必要と考えられることから、各機関とも
連携したフォローアップの拡充を検討する。
　国が創設した協調支援型特別保証制度の積極的な推進に取り組むととも
に、近年保証実績の無かった協会制度を廃止するなどの見直しを行った。

(イ)　経営者保証改革の推進

　経営者保証を不要とする保証への取組については、金融機関訪問時や研
修会開催時に経営者保証免除に係る要件等の説明を行い、制度の周知を
図った。
　また、経営者保証免除の要件に該当する可能性がある保証申込について
は、個別に金融機関を通じ申込人に提案するなど積極的な推進を図った結
果、前年を上回る実績に繋がった。

(ウ)　保証業務効率化の推進

　信用保証協会電子受付システムは、令和7年度末時点で11金融機関が利
用開始し、保証申込全体の大部分を占める金融機関での利用が可能になっ
たところであり、当該金融機関と情報共有を図りながら、安定的な運用に
努めた。
　中小企業者等や金融機関の意向を踏まえ、迅速かつ柔軟な保証審査に努
めた。
　また、従前からの簡易審査の活用に加え、令和8年1月に東京信用保証協
会を視察した結果等を踏まえ、審査体制の見直しや徴求書類の簡素化等に
取り組んだ結果、保証内定日数は4.1日となり、目標を達成することがで
きた。
　令和7年4月に導入した事前照会制度を金融機関に積極的に利用してもら
うため、金融機関本部・営業店の訪問や研修会、勉強会等の場を通じて周
知・利用促進に努めた。

　物価高騰や人手不足、大雨災害等の影響を受けている中小企業者等に対
して、経営力強化保証や緊急災害対策資金等を活用した保証利用の推進に
努め、保証承諾は件数・金額ともに前年を上回るなど、多様な資金ニーズ
に応えることができた。
　また、経営者保証を不要とする保証制度等の積極的な利用促進に努めた
ほか、昨年4月から始めた事前照会制度の周知・活用にも取り組むなど、
保証利用の推進に向けた取組は十分図られたものと評価している。

ア　中小企業者等の多様な資
　金ニーズに応じた保証の推
　進
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具体的な課題 具 体 的 な 課 題 に 係 る 自 己 評 価

イ　中小企業者等への効果的
　な資金繰り支援のための金
　融機関等との連携強化

　金融機関訪問や情報交換会等を通じて、中小企業者等の資金ニーズ等に
ついて情報共有と目線合わせに努めた。また、関係機関が主催する研修会
等に積極的に参加するとともに、自治体に対しては、制度融資の利便性向
上に向けた要請や意見交換を行うなど、中小企業者等への効果的な資金繰
り支援のための連携強化が図られたものと評価している。

ア　経営改善・事業再生支援
　等の充実・強化

　多様な経営課題を抱える中小企業者等に対して、経営改善支援連絡会議
等を活用した資金繰り円滑化や経営課題解決に向けた早期の経営改善支援
に努めた。また、返済緩和先など再生フェーズの中小企業者等に対しては
経営サポート会議等を通じ、必要に応じて弾力的な条件変更、借換保証に
よる正常化、専門家派遣等を実施するとともに、中小企業活性化協議会へ
積極的な相談持込みを行うなど、経営実態に即した経営支援を実施した。
これらのことから、経営改善・事業再生支援等の充実・強化が図られたも
のと評価している。

課題解決のための方策 各 方 策 に 係 る 自 己 評 価

(ア)　金融機関との対話を通
　　じた情報共有と目線合わ
　　せ

　保証担当部長による地元5金融機関への定例訪問や、保証審査担当者に
よる年度初めの全営業店訪問を実施するなど、金融機関との情報共有と目
線合わせに努めた。
　また、新たな保証制度創設に係る全金融機関向け説明会、金融機関から
の個別要望に基づく行員向け研修、営業店訪問時などの機会を捉え、保証
制度の変更内容や保証申込時の留意点など積極的な情報提供に努めた。

(イ)　その他の関係機関との
　　連携・協力の推進

　自治体との連携については、市町村担当者向けの研修会に講師として参
加するとともに、各市町村から要望のあった各種研修会等に積極的に参加
し、保証制度の周知や利便性向上に向けた要請・意見交換を行った。
　特に創業支援関係では、SOHOかごしまや各地の商工会議所・商工会が主
催する創業塾に講師を派遣し、創業時の資金調達に関するノウハウを丁寧
に講義したり、個別の相談に応じることで、創業マインドの醸成等に繋げ
た。

２　期中管理部門・経営支援部門

具体的な課題 具 体 的 な 課 題 に 係 る 自 己 評 価

課題解決のための方策 各 方 策 に 係 る 自 己 評 価

(ア)　中小企業者等の経営実
　　態に即した経営支援

　コロナ関連保証等の利用者の資金繰り円滑化や経営課題の解決を図るた
め、経営改善支援連絡会議（以下「連絡会議」という。）の会員と連携
し、主に約定償還先に対して早期経営改善支援を実施した。
　特に、課題解消策として実施する本業支援（二次支援、課題解決支援）
については、一次支援にて顕在化した課題の優先順位に基づき、当協会が
適切な支援機関を選定し、積極的な課題解決にあたったことから、前年度
を上回る実績となった。
　なお、事業者の経営悪化の予兆を早期に把握し、経営改善を後押しする
ため、保証部門と連携のうえ、保証承諾の時点において、早期経営支援が
必要な事業者を抽出し、支援に繋げる取組を検討する。
　返済緩和先など経営改善・再生フェーズでの支援強化等については、重
点管理企業等を対象とした企業訪問や経営サポート会議等を通じ、業況や
経営課題を把握の上、必要に応じて条件変更や借換保証による対応のほ
か、外部専門家の派遣やよろず支援拠点と連携した本業支援を実施した。
　また、保証付融資のシェアの高い中小企業者等を中心に、メイン金融機
関と目線合わせのうえ、活性化協議会への相談持込みを行った。
　代位弁済や廃業等を経験している事業者に対しても、求償権消滅保証の
活用や、新たな事業計画等を踏まえた再挑戦支援保証などにより、再チャ
レンジフェーズでの支援を実施することができた。
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(イ)　円滑な事業承継に向け
　　た支援

　事業承継・引継ぎ支援センターと定期的な意見交換等を行うなど連携を
強化するとともに、中小企業者及び金融機関に対し事業承継に係る保証制
度の周知・利用促進に努めた。
　事業承継対策資金の保証実績にもつながり、円滑な事業承継に向けた支
援が実施できた。

ア　的確な代位弁済の履行と
　効率的な求償権の管理・回
　収等

　代位弁済件数・金額ともに前年比で大幅に増加したものの、金融機関と
連携し迅速な履行に努めた結果、代位弁済処理は概ね妥当な日数内に処理
されるなど、適時・適切な代位弁済が履行できた。
　また、求償権の管理・回収については、新規求償権に対する早期回収着
手、効率的な訪問督促や督促強化、有担保求償権に対する積極的な取組、
事業継続先に対する再チャレンジ支援等により、適正な管理と計画を上回
る回収に繋がったものと評価している。

(ウ)　経営改善・再生支援の
　　ための金融機関等との連
　　携強化

　金融機関や活性化協議会、よろず支援拠点、南九州税理士会と経営支援
に関する意見交換や勉強会を行ったほか、よろず支援拠点と協働した金融
相談会に職員を派遣するなど、支援業務を着実に進めるための連携強化が
図られた。

(エ)　経営支援の効果的な実
　　施のための検証

　「経営支援の効果検証に係る実施要領」に基づき令和元年度から令和3
年度に実施した経営支援メニューについて検証を実施し、「業況好転企
業」と「横ばい企業」を合算した割合が目標値の7割以上を達成すること
ができた。

(オ)　経営支援に係るスキル
　　アップに向けた取組強化

　経営支援・事業再生支援業務を円滑に進めるために、活性化協議会やよ
ろず支援拠点に職員を派遣するとともに、セミナー・研修会等に積極的に
参加し、経営支援・事業再生支援に係る様々な手法の習得に努めた。

３　回収部門

具体的な課題 具 体 的 な 課 題 に 係 る 自 己 評 価

課題解決のための方策 各 方 策 に 係 る 自 己 評 価

(ア)　適時・的確な代位弁済
　　の履行

　原材料価格高騰や人手不足等の影響により、代位弁済の件数・金額とも
に大幅に増加する中で、金融機関に対し代位弁済手続きに必要な期限の利
益喪失手続き等を迅速に依頼し、追跡管理を適切に行うなど連携強化に努
めたことにより、年間計画を上回る代位弁済に対し迅速・円滑な履行がで
きた。
　代位弁済請求案件については、相続人への担保移転に関する確定作業で
長期化した事案はあったものの、進捗管理を徹底することで、迅速・的確
な代位弁済の審査及び履行ができた。

(イ)　求償権の適正管理と回
　　収推進

　新規求償権については、早期の実態把握を行い効果的な回収に努めた。
特に、有担保案件については、早期に回収手段を検討し、任意処分や競売
申立を行ったことにより、物件処分を含む代位弁済初年度回収額が増加し
た。
　既存求償権については、継続的な債務者等の現況把握に努め、個々の実
情に応じた的確な督促に取り組んだことにより、任意弁済による回収額が
増加した。
　なお、代位弁済が増加傾向にあること等を踏まえ、求償権先の情報や進
行管理の状況等を一元的に把握・管理できるカルテを作成し、より効率的
な回収に繋げる取組を検討する。
　有担保求償権については、担保物件実地調査の早期着手に努めるととも
に、物件や債務者等の実情に応じた管理・物件処分に取り組んだことか
ら、任意処分による回収額が増加した。

(ウ)　求償権先に対する再
　　チャレンジ支援

　求償権先に対する再チャレンジ支援については、代位弁済前から経営支
援部門と連携し、関係機関との協議・調整に努め、求償権放棄や不等価譲
渡による再生支援をそれぞれ1企業ずつ実施した。
　また、代位弁済後も事業を継続し、再生の可能性が見込まれる事業者1
社に対して、求償権消滅保証を活用し、事業再生に向けた支援を実施し
た。
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具体的な課題 具 体 的 な 課 題 に 係 る 自 己 評 価

４　その他間接部門

(エ)　働きやすい職場環境の
　　整備

　一般事業主行動計画に掲げる取組を推進し、働きやすい職場環境の整備
に努めた。
　また、衛生委員会を活用して職場環境の改善を図るとともに、健康器具
の設置やウォーキングイベント等を通じて、職員の健康増進に取り組ん
だ。

ア　中小企業者等に信頼され
　る組織・体制づくり

　基本理念等の定着や主要事業における工程管理の徹底による業務の計画
的な執行に努めるとともに、一般事業主行動計画に基づく働きやすい職場
環境の整備や様々な研修機会を通じた人材育成に取り組んだ。また、事務
の効率化やデジタル化を推進したほか、事業継続計画に基づく訓練等を実
施し、リスク管理体制の確立に向けた取組を進めた。その他、積極的な広
報活動や地域貢献活動にも取り組んだところであり、これらを通じて経営
計画に沿った事業運営ができたものと評価している。

課題解決のための方策 各 方 策 に 係 る 自 己 評 価

(ア)　基本理念等の更なる定
　　着へ向けた意識の醸成

　基本理念等を意識した職務課題の設定・実践及び指導・助言を行うこと
で、基本理念等の定着に向けた意識醸成を図った。

(ク)　広報活動の充実

　協会の活動や中小企業者等に有用な各種情報について、マスメディアや
LINE、保証月報等の多様な手段を活用し、積極的な情報発信を行うととも
に、金融機関との情報共有・連携強化に取り組んだ。また、ホームページ
のリニューアルなど広報ツールの充実を図りながら、タイムリーで効果的
な広報活動の推進に努めた。
　なお、広報ツールが多種多様化している現状を踏まえ、より効率的な広
報活動に繋げるための効果検証に取り組むとともに、それらを踏まえた広
告媒体の選定等を検討する。

(ケ)　地方創生等への貢献

　地域貢献活動の一環として、SDGs宣言のもと、使用済み切手及び災害対
策用備蓄食料品の寄贈等を行った。
　また、大学での出張講座を継続したほか、かごしまスポーツ応援団体と
して鹿児島ユナイテッドFC、鹿児島ギャランティカップへの協賛を行っ
た。

(オ)　デジタル化の推進
　デジタル化推進方針に基づき、ペーパーレス会議の実施やワークフロー
システムの導入、定型業務の自動化などに取り組み、デジタルツールを活
用した事務効率化・省力化の実現に繋げた。

(カ)　コンプライアンス態勢
　　の充実・強化

　コンプライアンス・プログラムに基づき各種研修等を実施し、コンプラ
イアンスの遵守に向けた取組を行うとともに、関係機関等との連携のも
と、反社会的勢力等による保証利用防止に努めた。
　また、令和7年3月に発生した保証料誤徴収事案については、コンプライ
アンス委員会を中心に再発防止に取り組んだ。

(キ)　リスク管理体制の確立
　　等

　大震災等の非常事態に的確に対応し、事業継続体制の確保ができるよ
う、事業継続計画に基づく訓練等を実施し、職員の危機管理意識の向上を
図った。

(イ)　安定的かつ持続可能な
　　協会運営のための経営基
　　盤の強化

　経営計画の主要事業に係る年間工程管理表を作成し、着実な実行に努め
たほか、事務効率化等検討委員会を中心に、事務の効率化や経費削減を推
進するとともに、資金管理の徹底や安全で効率的な資金運用にも取り組ん
だ。

(ウ)　中小企業者等に信頼さ
　　れる人材の育成

　大学主催の企業説明会や就職情報サイトを活用し、積極的な情報発信を
行ったほか、オープンカンパニーでの職場体験等を通じて、学生に本協会
への関心度を高めてもらえるよう取り組んだ。
　また、外部研修への参加や職場内研修の実施、資格検定や通信教育の奨
励、職員の関係機関への出向など人材の育成に取り組んだ。
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Ⅱ　令和７年度経営計画の事業計画に係る自己評価

１　事業計画
（単位：百万円、％）

　

計画
B

実績
C

(１)保証承諾 46,679 48,000 52,017 111.4 108.4

　物価高騰や人手不足、大雨災害等
の影響を受けている中小企業者等に
対して、経営力強化保証や緊急災害
対策資金等を活用した積極的な資金
繰り支援に取り組んだことから保証
承諾は計画を上回った。

(２)保証債務
　　残高

210,154 188,000 198,222 94.3 105.4

　ゼロゼロ融資が終了した令和3年5
月をピークに減少傾向にあるが、保
証承諾の増加により、保証債務残高
は計画を上回った。

(３)保証債務
　　平均残高

220,567 199,000 203,769 92.4 102.4

　上記(２)と同様の理由により計画
を上回った。

(４)代位弁済 4,251 4,700 5,863 137.9 124.7

　代位弁済は、新型コロナの影響を
受けた中小企業者等が、さらに原材
料価格高騰や人手不足等の影響を受
けたこともあり、計画を上回った。

(５)実際回収 492 450 756 153.7 168.0

　実際回収は、新規求償権に対する
早期回収着手、既存求償権に対する
効率的な訪問督促や督促強化、有担
保求償権に対する実情に応じた管
理・処分に取り組んだことから、計
画を上回った。

(６)求償権
　　残高

1,158 1,014 1,567 135.3 154.5

　求償権残高は、代位弁済が計画を
大幅に上回ったことや、年度末に代
位弁済が集中したことから、計画を
上回った。

実績の評価項　　目
前年度
実績
A

令和７年度 対前年度
実績比
C／A

計画比

C／B
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Ⅱ　令和７年度経営計画の事業計画に係る自己評価

２　収支計画    

（単位：百万円、％）

計画
B

実績
C

2,902 2,774 2,873 99.0 103.6 (2)保証料

(2)保証料 2,048 1,850 1,933 94.4 104.5

(3)運用資産収入 289 307 323 111.6 105.3

(4)責任共有負担金 242 329 329 135.9 100.0

(5)その他 323 288 287 88.9 99.7 (3)運用資産収入

1,954 2,080 1,990 101.8 95.7

(7)業務費 797 931 828 103.9 88.9

(8)借入金利息 0 0 0 － －

(9)信用保険料 1,139 1,055 1,092 95.8 103.5 (7)業務費
(10)責任共有負担金
　　納付金 0 19 54 － 286.3

(11)雑支出 18 55 16 85.3 28.2

948 694 883 93.2 127.3 (12)経常収支差額

5,270 5,885 6,339 120.3 107.7

(14)償却求償権回収 66 71 67 101.6 94.8

(15)責任準備金戻入 1,549 1,483 1,471 95.0 99.2

(16)求償権償却
　　準備金戻入 230 279 342 148.9 122.7

(17)求償権補填金
　　戻入 3,425 4,052 4,458 130.1 110.0

(18)その他 0 0 0 － －

5,572 6,155 6,833 122.6 111.0 (24)経常外収支差額

(20)求償権償却 3,748 4,527 4,974 132.7 109.9

(21)責任準備金繰入 1,471 1,335 1,463 99.4 109.6

(22)求償権償却
　　準備金繰入 342 282 386 112.7 136.7

(23)その他 10 11 11 104.9 98.8

△ 301 △ 270 △ 495 164.3 183.2 (27)当期収支差額

0 0 0 － －

0 0 0 － －

647 424 389 60.1 91.6

215 141 129 60.0 91.5

432 283 260 60.1 91.7

0 0 0 － －

0 0 0 － －

計画比

C／B
実績の評価項　　目

前年度
実績
A

令和７年度 対前年度
実績比
C／A

(28)収支差額変動準備金
　　繰入額

(29)基金準備金繰入額

(1)経常収入

(6)経常支出

(12)経常収支差額

　事務費の節減等により、業
務費は計画を103百万円下
回った。

(19)経常外支出

　

(24)経常外収支差額

(25)制度改革促進基金
　　取崩額

(30)基金準備金取崩額

(31)基金取崩額

　経常外収支については、代
位弁済の増加(対前年比
137.9%)により求償権償却や
求償権償却準備金繰入が増加
したこと等から、計画を225
百万円下回った。

(26)収支差額変動準備金
　　取崩額

(27)当期収支差額

　経常収支は計画より改善し
たものの、経常外収支が代位
弁済の増加により計画を下
回ったことから、当期収支差
額は計画を35百万円下回っ
た。

(13)経常外収入

　保証承諾が計画比108.4％
の約520億円となり、保証債
務平均残高も計画以上の実績
となったことから、保証料は
計画を83百万円上回った。

　昨今の金利情勢等から有価
証券、定期預金の利息収入が
増加したため、運用資産収入
は計画を16百万円上回った。

　経常収入は、保証料や運用
資産収入が増加したことか
ら、計画を99百万円上回っ
た。
　経常支出は、業務費や雑支
出の削減等で、計画を90百万
円下回った。
　その結果、経常収支差額
は、計画を189百万円上回っ
た。
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Ⅱ　令和７年度経営計画の事業計画に係る自己評価

３　財務計画     

（単位：百万円、％）

計画
B

実績
C

(1)県 0 0 0 － －

(2)市　町　村 0 0 0 － －

(3)金融機関等 0 0 0 － －

(4)合　　　計 0 0 0 － －

0 0 0 － －

432 283 260 60.1 91.7
(6)基金準備金繰入

0 0 0 － －

(8)基　　　金 5,789 5,789 5,789 100.0 100.0

(9)基金準備金 11,830 12,113 12,089 102.2 99.8

(10)合　　 計 17,619 17,902 17,879 101.5 99.9

0 0 0 － －

0 0 0 － －

215 141 129 60.0 91.5
(13)収支差額変動準備金繰入

0 0 0 － －

8,738 8,879 8,867 101.5 99.9

0 － 0 － －

0 － 0 － －

481 460 541 112.4 117.5

67 51 124 185.4 242.8

298 269 260 87.2 96.5

117 140 158 134.6 112.3

0 0 0 － －

0 0 0 － －

実績の評価項　　目
前年度
実績
A

令和７年度 対前年度
実績比
C／A

計画比

C／B

　

年
度
中
出
え
ん
金
・

金
融
機
関
等
負
担
金

(5)基金取崩

(6)基金準備金繰入

(7)基金準備金取崩

期
末
基
本
財
産

　

(11)制度改革促進基金取崩

(12)制度改革促進基金期末
　　残高

　当期収支差額389百万円の
約3分の2にあたる260百万円
を繰り入れることとした。

(13)収支差額変動準備金
　　繰入

(14)収支差額変動準備金
　　取崩

(15)収支差額変動準備金
　　期末残高

　

　当期収支差額389百万円の
約3分の1にあたる129百万円
を繰り入れることとした。

(16)国からの財政援助

(17)基金補助金

(18)地方公共団体からの
　　財政援助

(19)保証料補給
（「保証料」計上分）

(20)保証料補給
(「事務補助金」計上分)

(21)損失補償補填金

(22)事務補助金
（保証料補給分を除く）

(23)借入金運用益
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Ⅱ　令和７年度経営計画の事業計画に係る自己評価

４　経営諸比率   

（単位：％、ﾎﾟｲﾝﾄ） 　

計画
B

実績
C

(1)保証平均料率 0.93 0.93 0.95 0.02 0.02

(2)運用資産収入の保証
　 債務平残に対する割合 0.13 0.15 0.16 0.03 0.01

(3)経費率 0.37 0.50 0.41 0.04 △ 0.09
(3)経費率

(4)(人件費率) 0.26 0.32 0.29 0.03 △ 0.03

(5)(物件費率) 0.11 0.18 0.12 0.01 △ 0.06

(6)信用保険料の保証債務
　 平残に対する割合 0.52 0.53 0.54 0.02 0.01

(7)支払準備資産保有率 14.84 15.70 15.49 0.65 △ 0.21

(8)固定比率 6.42 6.19 6.16 △ 0.26 △ 0.03

(9)基金の基本財産に
　 占める割合 32.86 32.34 32.38 △ 0.48 0.04

4.63 4.09 6.61 1.98 2.52

1,158 1,014 1,567
(12)代位弁済率

(11)基本財産実際倍率 11.93 10.50 11.09

(12)代位弁済率 1.93 2.36 2.88 0.95 0.52

(13)回収率 1.60 1.44 4.27 2.67 2.83

     3 算式

　給与等の人件費が増加した
ものの計画内に収まったこと
や、事務費の節減に努め、物
件費が計画を下回ったことに
より、経費率は計画を0.09ポ
イント下回った。

項　　目
前年度
実績
A

令和７年度 対前年度
実績増減

C-A

計画比
増減
C-B

実績の評価

(10)求償権による基本
　　財産固定率

　代位弁済が計画以上に増加
したこと等から、代位弁済率
は計画を0.52ポイント上回っ
た。

　　　　（1）保証平均料率 保証料収入／保証債務平均残高

注） 1 基本財産とは，決算処理後のものとする。

　　 2 基本財産固定料欄の下段には，計算根拠となる各年度末ごとの求償権残高の実数（単位：百万円）を記入する。

　　　　（3）経費率 経費【業務費＋雑支出】／保証債務平均残高

　　　　（4）人件費率 人件費／保証債務平均残高

　　　　（2）運用資産収入の保証債務平残に対する割合 運用資産収入／保証債務平均残高　

　　　　（11）基本財産実際倍率 保証債務残高／基本財産

　　　　（9）基金の基本財産に占める割合 基金／基本財産

　　　　（10）求償権による基本財産固定率 （求償権残高－求償権償却準備金）／基本財産

　　　　（12）代位弁済率 代位弁済額（元利計）／保証債務平均残高

　　　　（13）回収率 回収（元本）／（期首求償権＋期中代位弁済（元利計））

　　　　（8）固定比率 事業用不動産／基本財産

　　　　（6）信用保険料の保証債務平残に対する割合 信用保険料／保証債務平均残高

　　　　（7）支払準備資産保有率 （流動資産－借入金）／保証債務残高

　　　　（5）物件費率 物件費【経費－人件費】／保証債務平均残高
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Ⅲ 自己評価に対する外部評価委員会の意見・助言 

令和７年度経営計画の実施状況等に関する当協会の自己評価について、令和

８年７月６日、「外部評価委員会」に意見・助言を求めたところ、同年７月１５

日、同委員会から当協会会長に対して、次のとおり、「令和７年度経営計画の自

己評価に係る意見等について」の報告があった。 

 

 

 

令和７年度経営計画の自己評価に係る意見等について 

 

令和７年度の県内景気動向は、雇用・所得環境が改善する下で個人消費が

緩やかに回復し、また、インバウンドの復調にも支えられ、緩やかに回復し

た。 

そのような状況の中、協会では物価高や人手不足等の影響を受けている中

小企業者等に対して積極的な資金繰り支援に取り組んだことから、保証承諾

は前年度実績及び計画を上回った。一方、返済緩和や代位弁済も増加し、こ

れらを反映した当期収支差額は、計画を 35 百万円下回る 389 百万円となっ

た。 

中小企業者等を取り巻く環境は、全体としては持ち直しの動きが続く一方、

原材料価格の高止まりや慢性的な人手不足、デジタル化への対応など課題は

多く、依然として厳しい状況にある。 

今後とも中小企業者等に対し、積極的な資金繰り支援ときめ細かな経営支

援に努めるとともに、協会に求められる役割を十分に果たしていくための経

営基盤の強化を図るため、当委員会として以下のとおり提言する。 

 

１．保証部門について 

多様な経営課題を抱える中小企業者等に対して、各種保証制度の利用推

進に努め、保証承諾は件数・金額ともに前年を上回るなど、多様な資金ニー

ズに応じた保証の推進に努めている。そのうち創業者に対しては、保証後

のフォローアップを実施することで、ニーズや課題を捉え、追加保証や専

門家派遣による支援に繋げている。 

その他、経営者保証を不要とする保証への取組については、経営者保証

免除要件に該当する可能性がある保証申込について、金融機関を通じ申込

人に提案するなどして、前年度を大きく上回る実績に繋げた。 

また、令和７年４月に事前照会制度を導入したことに加え、審査体制の

見直しや徴求書類の簡素化など、柔軟な保証審査に努めたことは評価でき

る。 

今後とも、金融機関等との連携強化を図りつつ、迅速かつ的確な保証審査

や中小企業者等のニーズに沿った保証制度の充実に努めていただきたい。 
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２．期中管理部門・経営支援部門について 

多様な経営課題を抱える中小企業者等に対して、資金繰り円滑化や経営

課題の解決を図るため、経営改善支援連絡会議等を活用した早期経営改善

支援策の充実に努めたことは評価できる。 

経営改善・再生フェーズの中小企業者等に対しては、必要に応じて弾力

的な条件変更や借換保証による正常化、専門家派遣等に取り組んでいる。 

今後とも、協会が関係支援機関等のハブとなり、中小企業者等に寄り添

った資金繰り支援、経営支援に取り組んでいただきたい。 

 

３．回収部門について 

代位弁済の件数・金額ともに大幅に増加する中で、代位弁済処理は概ね

妥当な日数内に処理されるなど、適時・適切な代位弁済履行に努めている。 

無担保求償権の増加等により回収環境が厳しくなる中、新規求償権に対

する早期回収着手や有担保求償権に対する積極的な取組により、計画を大

きく上回る回収実績を上げたことは評価できる。 

今後とも、適時・適切な代位弁済の履行と個別求償権の早期実態把握と

実情に応じた回収の効率化・最大化に努めていただきたい。 

 

４．その他間接部門について 

基本理念等の更なる定着や、主要事業における工程管理の徹底による業

務の計画的な執行に努めるとともに、一般事業主行動計画に基づく働きや

すい職場環境の整備や人材育成に取り組んでいる。 

また、事務の効率化やデジタル化を推進したほか、リスク管理体制の確

立に向けた取組や積極的な広報活動、大学での出張講座などの地域貢献活

動にも取り組んだ。なお、広報活動に関して、フリーペーパーへの広告掲載

や、効果検証手法として大学生へのアンケートの実施を提案したい。 

今後とも、より一層信頼される協会を目指し、経営基盤やリスク管理体

制の充実・強化を図るとともに、人材の育成、様々な広報媒体を用いた情報

発信などに積極的に取り組み、協会に求められる公的使命に応えていただ

きたい。 

 

５．その他 

全体を通して、取組や成果が不十分と判断される場合には、きちんと評

価したうえで改善に繋げることが自己評価の目的の１つであり、次年度以

降留意してほしい。また、数値実績については、計画を定めているものは対

計画比、定めていないものは対前年比などと明示したうえで評価すること

を心がけていただきたい。 
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